
事務事業評価シート

事業番号

（ ）

項　　目

事業費計【8】

国庫支出金・都支出金

その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

一般財源

人件費計【9】

正規職員 人
千
円 人

千
円 人

千
円 人

千
円

会計年度任用職員 人
千
円 人

千
円 人

千
円 人

千
円

総コスト

令和 年度

①

【10】 ②

令和 年度

【11】

6,287

8

8

49
ブロック塀等安全対策促進助成金 住宅課

2,109

2,379 2,379 2,379

10,542 18,846 9,217 18,379

交付実績件数 16

No.
事務事業名 所管部課

内
訳

基
礎
情
報

事業開始時期【1】 令和元年度 実施形態【2】

根拠法令等【3】
西東京市ブロック塀等安全対策促進事業助成金交付要綱、社会資本整備総合交付金交付要綱、東京都ブロック塀等安全対策
促進事業補助金交付要綱

12-1　災害や地域の危機に強いまちづくり
の推進

個別計画【5】 計画 西東京市耐震改修促進計画
施策
等①

施策
等②

総合計画【4】
基本
目標

５　安全で安心して暮らせるまち
基本
施策

施策12　安全で安心して暮らすために

耐震化に係る総合的な施策の展開

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的と
目指す成果【6】

地震発生時において避難路沿道に存するブロック塀等の倒壊による人的被害を防ぐため、ブロック塀の安全対策
に係る費用の一部を助成することで、市内におけるブロック塀の安全対策を促進し、市民の安全・安心の確保を図
ることを目的とする。

事務事業の内容・
実施方法等／補
助の概要【7】

【補助の概要】
■支払い方法：確定払
■補助要件：基本要件とし以下の要件を全て満たしていること
・避難路に面しているものであること
・明らかな違反建築物でないこと
・簡易点検シートで不適の項目がある・目視にて破損又はぐらつきが確認できるものである・放置することが危険なブロック塀等
と認めるものであること
助成内容としては、事業に要する費用の合計額（税抜）又は、対象となるブロック塀等の総延長に1ｍ当たり80,000円を乗じた額
のいずれか低い額に３分の２を乗じて得た額を限度とする。
■助成対象者：
助成対象ととなるブロック塀等の所有者（所有者が複数の場合は、他の所有者全員の同意に基づく代表者）
※土地所有者が別の場合は、土地所有者の承諾が得られていること。
■国・都補助の有無：あり　　■上乗せ横出し補助の有無：なし

事
業
費
デ
ー

タ

令和5年度（決算額） 令和6年度（決算額） 令和7年度（決算見込額） 令和8年度（予算額） 単位

16,467 6,838 16,000

千円
4,135 1,718 4,000

2,146

財
源
内
訳

8,396

12,332 5,120 12,000

0.32 2,146 0.32 0.32 2,379 0.32 2,3792,379

項　　目
令和 　5　 年度 令和 　6　 年度 令和 　7　 年度

14 20 20

単位
目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 見込値

件21 21 27 17

項　　目
令和　5　年度 令和　6　年度 令和　7　年度

単位
目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 見込値

300 - ｍ

【成果指標の説明】
①

助成対象ブロック塀等の総延長（ｍ） 240 215 349 424

助成により安全対策が施されたブロック塀等の総延長。目標値は予算上で見込んでいる総延長数を計上している。

255 185

事
業
環
境
等

事業実施においての
課題点と改善に向け
ての取組【12】

個人が所有するブロック塀等であるため、市主導で計画的に実施することが難しいが、市報や市ホームページでの
周知の他、耐震化や耐震に関する助成金の案内チラシを配布するなど、周知活動に努めている。

他団体の実施状
況【13】

都内26市中、20市において同水準の事業を実施している。

代替・類似サービ
スの有無【14】

【成果指標の説明】
②

活
動
実
績

成
果
指
標

有

無

直営 委託 補助 その他



【検証項目】

【15】

【一次評価・二次評価】

【16】

【外部評価】

【行革本部評価】

効
率
性
・
経
済
性

成果指標の達成状況はどうか 3 3

該当 該当

現下の社会経済情勢に見合った事業である

0上位施策等の目的の達成に向けて事業の対象は適切か 3 3
有
効
性

上位施策等の目的の達成に向けて事業の内容・実施方法は適切か 3 3
/9

0投入したコストが活動実績に見合っているか 3

一次評価 二次評価 本部評価

必
要
性

事業の実施が国・都の法令等で定められている 非該当 非該当

市が主体となって実施しない場合、市域内における当該サービスの提供が不十
分になる恐れがある

大阪北部地震による小学生の死亡事故を受け、補助制度が
創設された経緯を踏まえると必要性は高い。また、助成対象
が「通学路」から「避難路」へ変更されたことにより、対象範
囲が拡充されたことも含め、本事業の重要性は高いもので
ある。

危険なブロック塀の把握については、PTAが通学路等を巡
回する安全点検において、危険と思われるブロック塀の所在
を市へ報告し、職員による確認・所有者との折衝を行うなど
地域との連携、他課との役割分担などの仕組も構築されて
おり、事業目的の達成に有効であると考える。

建物所有者に対しては、ブロック塀改修時に本助成制度を
効果的に活用できるよう、引き続き周知に努める必要がある
と考える。

コストの方向性 評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等

総合評価

市民の安全の確保のための事業であることや、一般財
源のみの事業ではなく、特定財源（国費都費）の歳入も
あるものであり、効率性・経済性はあると考える。

効
率
性
・
経
済
性

評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等【18】

必
要
性

地震発生時において避難路沿道に存するブロック塀等の
倒壊による人的被害を防ぐことを促進するため、必要性
はあると考える。

必
要
性

有
効
性

市民ニーズ及び実績を踏まえると、事業の内容や実施方
法は適切であり、有効性があると考える。

有
効
性

検
証
項
目

一
次
評
価

二
次
評
価

【17】

必要性

改善の方向性と
今後のスケジュール

【19】

効
率
性
・
経
済
性

3

国・都の補助金や受益者負担など、一般財源以外の財源確保がされているか 3 3 /9

業務プロセスに改善の余地はないか 2 2

該当 該当

改善・見直し

（効率性・経済性）

抜本的見直し
改善・見直し

（有効性）

現状維持

有効性

効率性

・経済性

3

9

3 9


